○滝川地区広域消防事務組合防火管理規程
制　定　平成28年４月22日訓令第５号
　改正　平成29年３月28日訓令第２号
（趣旨）
第１条　この規程は、滝川地区広域消防事務組合庁舎管理規則（平成22年滝川地区広域消防事務組合規則第９号）第７条の規定に基づき、消防庁舎内における火災等の発生を防止するとともに、災害による被害を軽減するため、防火管理に関し必要な事項を定めるものとする。
（諸規程との関係）
第２条　前条の目的を達成するため必要な事項は、別に定めがある場合のほか、この規程の定めるところによる。
（適用範囲）
第３条　この規程は、滝川地区広域消防事務組合消防本部、滝川消防署、芦別消防署及び赤平消防署に勤務し、又は出入りするすべての者に適用するものとする。
（防火管理者）
第４条　防火管理体制を総括するため、消防本部、芦別消防署及び赤平消防署に防火管理者（消防法（昭和23年法律第186号）第８条第１項の防火管理者をいう。）を置く。
２　防火管理者は、消防本部及び滝川消防署は消防本部総務課長、芦別消防署並びに赤平消防署は管理課長の職にある者をもって充てる。
（防火管理者の権限及び業務）
第５条　防火管理者は、防火管理に関する一切の権限を有するとともに、次の業務を行うものとする。
⑴　消火、連絡及び避難訓練の指導及び実施
⑵　消防用設備等の点検・整備及び不備欠かん事項の改善促進
⑶　建築物、火気使用設備、危険物施設等の点検及び不備欠かん事項の改善促進
⑷　喫煙場所及び火気使用場所の指定又は制限
⑸　管理権原者への助言、報告その他防火管理上必要な業務
（防火管理者への連絡事項）
第６条　次の事項を行おうとする者は、防火管理者に連絡し、承認を得なければならない。
⑴　火気使用設備、消防設備等の設置等変更のあるとき。
⑵　定められた場所以外での火気の使用又は危険物、引火性物品等の多量搬入及びこれらを使用するとき。
⑶　その他、火災予防上必要があるとき。
（職員等の遵守事項）
第７条　職員及び組合庁舎に出入りする者は、火災等の災害を防止するため、次の事項を遵守しなければならない。
⑴　定められた場所以外では、火気の使用及び喫煙をしないこと。
⑵　庁舎内の避難経路となる部分は常に整理整頓に努めること。
⑶　指定場所以外では火災予防上危険な作業を行わないこと。
⑷　洗浄油・溶剤・オイル等危険物品の取り扱いについては、取扱上の厳守事項を守ること。
⑸　火気を使用する場合は、周囲の可燃物等を除去し、安全を確認してから行うこと。
⑹　その他、火災予防上必要な事項
２　消火実験又は不用物件の焼却等で、多量の火煙を揚げる時は、事前に通信指令室等に連絡し、職員への周知徹底を図らなければならない。
（防火管理委員会）
第８条　防火管理業務の適正な運営を図るため、消防庁舎ごとに防火管理委員会を置く。
２　防火管理委員会の委員長は、防火管理者とし、委員は、署長及び課長をもってこれに充てる。
３　防火管理委員会は、次の事項について審議する。
⑴　消防用設備等の改善強化に関すること。
⑵　火災予防上必要な調査・研究・企画に関すること。
⑶　その他、防火管理上必要な事項
４　委員会は委員長が必要と認めたときに開催する。
５　委員会の運営について必要な事項は、委員長が別に定めるものとする。　
第２章　火災予防管理組織等
（火災予防管理組織）
第９条　火災予防管理組織は、火災を予防するための組織（以下「火元責任組織」という。）と建物等の自主点検検査をするための組織（以下「自主点検検査組織」という。）とする。
（火元責任組織）
第10条　火災を予防するための組織は、平素の火災予防及び地震時等の火災予防を図るため、防火管理者のもとに火元責任者を指名し、次の業務を行うものとする。
⑴　火気使用設備、器具及び消防用設備等の機能の良否の確認に関すること。
⑵　喫煙場所及び灰皿等の安全確認に関すること。
⑶　その他、責任区域内の火災予防に関すること。
２　火元責任担当区域及び火元責任者は、別表第１のとおりとする。
（自主点検検査組織）
第11条　自主点検検査組織は定められた期間ごとに建物及び消防設備等の区分に従って自主的に点検又は検査を行うものとする。
２　自主点検検査の区分及び点検検査者は、別表第２のとおりとする。
（点検検査の記録及び報告）
第12条　防火管理者は、各自主点検検査員からの報告をまとめ、各署長に報告するとともに維持管理台帳に記録しておくものとする。
（火気等の使用承認）
第13条　消防庁舎内において火気(喫煙にかかるものを除く。)及び危険物を使用しようとする者は、あらかじめ防火管理者の承認を受けなければならない。
（吸殻等の廃棄）
第14条　消防庁舎内において喫煙した者は、喫煙後における吸殻等の消火を確認した後でなければ、吸殻及び灰を廃棄してはならない。
２　前項に規定する廃棄は、所定の場所で行わなければならない。
（退去命令）
第15条　防火管理者は、消防庁舎内において火災等の災害が発生し、又は発生する危険が切迫していると認めるときは、直ちにその旨を消防庁舎内に伝達し、火気及び危険物の使用の中止又は消防庁舎外への退去等必要な措置を命ずることができる。
（危険物の搬入等の承認）
第16条　消防庁舎内において大量の危険物を搬入し、又は危険物関係施設、電気設備及び火気使用施設等を新設し、移転し、若しくは改修しようとするときは、あらかじめ防火管理者の承認を受けなければならない。
（自衛消防隊の設置等）
第17条　火災その他の災害発生時、被害を最少限度にとどめるため、自衛消防隊を置く。
２　自衛消防隊の編成は、別表第３のとおりとする。
３　前項の組織の編成は、防火管理者が行う。
（消防用設備等の配置略図等の掲出）
第18条　防火管理者は、自衛消防活動が円滑に行われるように、消防用設備等の配置図及び自衛消防隊の組織図を作成するとともに、職員に周知徹底しなければならない。
（震災予防措置）
第19条　各点検検査員及び火元責任者は、地震時の被害を予防するため点検検査に合わせて次の事項を行うものとする。
⑴　建築物に付随する各種機器、棚等の落下防止措置
⑵　火気使用設備等の耐震装置の安全確認
⑶　危険物等の漏洩、流出等の防止措置
⑷　自家発電装置の作動及び機能の確認
⑸　その他、地震時の被害の予防に関する点検検査
（防火、防災教育）
第20条　防火管理者は、火災その他の災害予防上必要な教育を行い、職員に周知徹底しなければならない。
２　職員は前項の教育を率先して受けるとともに、自ら技能の向上に努めなければならない。
（教育及び訓練義務）
第21条　防火管理者は、職員に対し防火に関する教育及び訓練を実施し、防火管理の強化に努めなければならない。
　（その他）
第22条　この規程に定めるもののほか防火管理について必要な事項は、消防長が別に定める。
附　則
　（施行期日）　

１　この規程は、公布の日から施行する。
　（滝川地区広域消防事務組合消防本部防火管理規程の廃止）

２　滝川地区広域消防事務組合消防本部防火管理規程（平成24年滝川地区広域消防事務組合訓令第５号）は廃止する。
　　　附　則（平成29年３月28日訓令第２号）
　　この規程は、平成29年４月１日から施行する。

別表第１（第10条第２項関係）
火元責任担当区域及び火元責任者
	担当区域
	火元責任者

	消防本部庁舎２階及び３階にあっては、課の所管する区域（署の所管する区域を除く。）
	所管課長及び課長補佐

	滝川消防署にあっては、署の所管する区域
	当務隊長

	芦別消防署及び赤平消防署
	当務隊長


別表第２（第11条第２項関係）
自主点検検査の区分及び点検検査者
	点検、検査設備
	点検、検査時期
	点検検査者

	火気使用施設又は器具
	随時
	火元責任者

	電気設備
	適宜
	電気主任技術者（委託業者含む。）

	危険物管理状況
	随時
	危険物取扱者等

	消火設備
	消防法令による。
	消防設備点検者等

	警報設備
	
	

	避難設備
	
	


別表第３（第17条第２項関係）
自衛消防隊の編成


指揮連絡担当





自衛消防隊副隊長





自衛消防隊長





非常持出担当





救護担当





避難誘導担当





初期消火担当











安全防護担当








